
第七号様式（第35条関係）

(単位　円)

資　産　の　部　　　　　　　　　　　　　

科　　　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　減

 固定資産 189,280,531,048 185,883,540,775 3,396,990,273

 　　有形固定資産 97,330,855,195 96,029,647,475 1,301,207,720

 　　　土地 49,052,325,130 49,052,325,130 0

 　　　建物 37,729,853,604 38,582,551,978 △ 852,698,374

 　　　構築物 1,559,523,937 1,652,103,548 △ 92,579,611

 　　　教育研究用機器備品 1,731,748,496 1,992,510,519 △ 260,762,023

 　　　管理用機器備品 238,584,505 244,945,072 △ 6,360,567

 　　　図書 3,838,255,434 4,313,217,499 △ 474,962,065

 　　　車輌 268,353 581,669 △ 313,316

 　　　建設仮勘定 3,180,295,736 191,412,060 2,988,883,676

 　　特定資産 91,441,254,056 89,552,540,500 1,888,713,556

 　　　第２号基本金引当特定資産 8,227,763,297 8,227,763,297 0

 　　　第３号基本金引当特定資産 8,856,452,991 8,705,351,295 151,101,696

 　　　退職給与引当特定資産 2,448,239,508 2,392,109,756 56,129,752

 　　　施設拡充引当特定資産 5,851,259,164 5,707,352,810 143,906,354

 　　　福利厚生引当特定資産 7,747,351,188 7,558,349,366 189,001,822

 　　　学寮建設引当特定資産 1,920,168,855 1,869,277,742 50,891,113

 　　　国際交流引当特定資産 5,727,987,326 5,616,147,716 111,839,610

 　　　学術研究振興引当特定資産 14,860,173,095 14,670,491,822 189,681,273

 　　　減価償却引当特定資産 30,607,360,670 30,701,344,886 △ 93,984,216

 　　　危機対応資金引当特定資産 5,194,497,962 4,104,351,810 1,090,146,152

 　　その他の固定資産 508,421,797 301,352,800 207,068,997

 　　　敷金 2,085,500 19,267,500 △ 17,182,000

 　　　電話加入権 13,611,063 13,611,063 0

 　　　出資金 160,723,937 160,614,837 109,100

 　　　ソフトウエア 230,658,897 0 230,658,897

 　　　有価証券 8,000,000 8,000,000 0

 　　　長期貸付金 93,342,400 99,859,400 △ 6,517,000

 流動資産 6,807,542,541 9,222,607,354 △ 2,415,064,813

 　　　現金預金 5,902,696,676 8,585,943,567 △ 2,683,246,891

 　　　修学旅行預り資産 165,644,534 169,325,647 △ 3,681,113

 　　　未収入金 656,466,061 383,255,453 273,210,608

 　　　短期貸付金 0 105,000 △ 105,000

 　　　前払金 79,235,042 83,877,687 △ 4,642,645

 　　　立替金 228 0 228

 　　　仮払金 3,500,000 100,000 3,400,000

 資産の部合計 196,088,073,589 195,106,148,129 981,925,460

（１）

令 和  7 年  3 月 31 日

令　和　 6　年　度

貸    借    対    照    表



負　債　の　部　　　　　　　　　　　　　

科　　　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　減

 固定負債 4,987,541,663 5,039,783,506 △ 52,241,843

 　　　長期借入金 2,500,000,000 2,500,000,000 0

 　　　退職給与引当金 2,475,068,663 2,527,232,506 △ 52,163,843

 　　　預り保証金 12,473,000 12,551,000 △ 78,000

 流動負債 3,576,146,340 3,373,053,442 203,092,898

 　　　未払金 621,226,491 358,554,905 262,671,586

 　　　前受金 2,358,955,800 2,444,752,500 △ 85,796,700

 　　　預り金 430,319,515 400,420,390 29,899,125

 　　　修学旅行預り金 165,644,534 169,325,647 △ 3,681,113

 負債の部合計 8,563,688,003 8,412,836,948 150,851,055

純　資　産　の　部　　　　　　　　　　　

科　　　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　減

 基本金 189,981,207,417 187,037,616,695 2,943,590,722

 　　第１号基本金 171,722,991,129 168,930,502,103 2,792,489,026

 　　第２号基本金 8,227,763,297 8,227,763,297 0

 　　第３号基本金 8,856,452,991 8,705,351,295 151,101,696

 　　第４号基本金 1,174,000,000 1,174,000,000 0

 繰越収支差額 △ 2,456,821,831 △ 344,305,514 △ 2,112,516,317

 　　翌年度繰越収支差額 △ 2,456,821,831 △ 344,305,514 △ 2,112,516,317

 純資産の部合計 187,524,385,586 186,693,311,181 831,074,405

 負債及び純資産の部合計 196,088,073,589 195,106,148,129 981,925,460

（２）



 注  記

      １  重要な会計方針

      （１）引当金の計上基準

・徴収不能引当金

          金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上することとし

　　　　　ている。

・退職給与引当金

          Ⅰ）附属高等学校・附属中学校及び附属幼稚園の教員に係る退職給与引当金については、

            各教員の自己都合による期末要支給額591,527,890円から兵庫県私立学校教職員退職

            金財団交付額を控除した金額を計上している。

          Ⅱ）大学・短大部の教職員並びに附属高等学校・附属中学校・附属幼稚園・附属保育園及

            び学校法人の職員に係る退職給与引当金については、期末要支給額3,155,257,139円の

            100％を基にして、私大退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調

            整額を加減した金額を計上している。

      （２）その他の重要な会計方針

・有価証券の評価基準及び評価方法

    満期保有目的有価証券の評価基準は、取得原価法であり、その他の有価証券の評価基準及

　　び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

・外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準

           外貨建短期金銭債権債務については、期末時の為替相場により円換算しており、外貨建長

           期金銭債権債務については、取得時又は発生時の為替相場により円換算している。

      ２  重要な会計方針の変更等

      ３  減価償却額の累計額の合計額

      ４  徴収不能引当金の合計額

      ５  担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

      ６  翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

      ７  当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨

      　　と対策

   　第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

　　　　土　　　　地

     （３）

　　　　建　　　　物 2,948,277,744円

74,433,617,766円

175,528,684円

285,751,792円

　　　　該 当 な し 

　　　　な　　　　し



      ８  その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

      （１）有価証券の時価情報

　①総括表

　②明細表

      

2,630,280,608 

85,851,795,853 

時価のない有価証券

     （４）

有価証券合計

  時価が貸借対照表計上額
  を超えないもの

16,184,579,270 

  （うち満期保有目的の債券）

(△ 4,504,954,733)

(81,280,574,541)

  差  額  

2,774,454,699 

(60,591,040,538)

(△ 1,730,500,034)

  （うち満期保有目的の債券）

  （うち満期保有目的の債券）

(65,095,995,271)

―

  時  価    差  額  

  時価が貸借対照表計上額
  を超えるもの

(18,959,033,969)

18,959,033,969 

67,036,935,975 

(79,550,074,507)

△ 1,784,081,667 81,437,433,578 83,221,515,245 

83,221,515,245 81,437,433,578 

合    計

  債    券

（単位  円）

(2,774,454,699)

  貸借対照表計上額  

△ 4,558,536,366 

当年度（令和 7年3月31日）

(16,184,579,270)

62,478,399,609 

  時  価  

79,550,074,507 

種    類
当年度（令和 7年3月31日）

（単位  円）

  そ の 他

時価のない有価証券

― ―

合    計 △ 1,784,081,667 

  貸借対照表計上額  

△ 1,730,500,034 

―

―

―

有価証券合計 85,851,795,853 

  金銭の信託 1,940,940,704 1,887,359,071 △ 53,581,633 

2,630,280,608 

―

  貸付信託 ― ― ―

  株    式

81,280,574,541 

―

  投資信託 ―



      （２）学校法人の出資による会社に係る事項

   当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

   ①名称及び事業内容

     株式会社　武庫女エンタープライズ

     損害保険代理店業、各種斡旋事業

   ②資本金の額　　　8,000,000円

   ③学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日

     平成29年 9月29日　　　8,000,000円　　　800株

     総出資金額に占める割合　　　100％

   ④当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額

特別寄付金収入　       20,000,000円

施設設備利用料収入      1,104,000円

損害保険料支出　        1,325,932円　

支払手数料支出    　 　　  10,862円

業務委託料支出 　      18,099,680円

   ⑤当該会社の債務に係る保証債務

     学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

      （３）偶発債務

      （４）関連当事者との取引

（注）当法人の役員及び職員が、ムコガワ・フォート・ライト・インスティチュートの理事の過半数を占めている。

―

―28,055,985

事業上
の関係

   金融機関からの学生のフォートライト教育ローンに対する債務保証残高

期末
残高

勘定
科目

議決権
の所有
割合

事業の
内容又
は職業

342,990,078

取引の
内容

（単位  円）

2,705,155円

14,259,091.84㌦

―

―

役員の
兼任等

属性
役員、
法人等
の名称

取引金額
資本金
又は

出資金
住所

関係内容

     （５）

―

教育業
務委託

施設資金
等の寄付

米国ワ
シント
ン州ス
ポケー
ン市

兼任
4名

教育
業務
委託

関係
法人

ムコガワ・
フォート・ライ
ト・インスティ
チュート（注）

教育
事業
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